
椋野先生・質問に対する回答について  

平成20年10月21日  

全私保連木原克美   

質問の1）「都市部における認可保育所のサービス量の拡充について」  

◇保育所の受け入れ児童数は着実に伸びています。平成11年の179万人から、 「子   

ども子育て応援プラン」達成時の平成21年度で215万人（予定）となり、この10年   

余りで36万人の増加となる見込みです。特定保育・一時保育は9500カ所、夜間保   

育140カ所、合わせて保育サービスといわれている利用人数は220万人となるでし   

ょう。近年では、毎年4～5万人の増となっています。これは現行の認可保育所の制度   

のもとで実現してきているものです。  

◇さらに、待機児童が集中している都市部については、  

（D国有地（相続税などの物納物件も含む）を優先的に保育所用地として貸し出すか自治   

体に払い下げる。自治体にもそれを義務づける。   

②学校用地の一部を使えるよう、様々な障碍を取り払う。   

③再開発などの際、一定規模以上の場合は保育所用地やスペースの提供を条件づける。   

④施設整備では、補助金がハード交付金になって、従来補助金の時には、1／2が国、  

1／4が都道府県、1／4が法人の自己負担となっていたのが、都道府県の負担がなく  

なり1ノ／4が市町村負担となり、市町村にとってはかなり重荷です。この面の改善。   

⑤厚労省が要求している運営費の定員刻みの細分化は、柔軟に定員を設定できるように  

なることで、受入児童数の増に寄与するでしょう。   

⑥例えば都道府県の財政事情から認可されていない基準を満たした認可外保育所は、  

「認可する」というような考え方も報道されていますが、これを実現した場合、認可  

保育所拡大につながります。  

（∋24条の但し書き規定は、例外的一時的な救済措置を義務付けたもので、免責条項では  

なく厳しいものであることを市町村に徹底すべきです。  

また、認可保育所以外の保育サービスでは、   

1．全私保連が提唱している「家庭的保育」を制度的に充実（連携保育所制度と地域子  

育て支援活動への広がり）させ、拡充する。（参考参照）  

2．週3日の定期的利用や緊急一時保育などのニーズに対するトー時保育」を拡充する。  

この場合も、保育所併設であれば給食や行事、通常保育児との日常的交流など既存  

機能を活用できます。子どもにとっても有効です。  

等、現行制度の改善で認可保育所を一層拡充することができると考えます。  

◇椋野先生のご質問によれば、自治体の関与は財政事情から供給量の抑制力が働くため、   

介護保険のように直接契約・利用者補助（代理受領）と同じような仕組みにするという提   

案であろうと何えます。   



介護保険制度はそれまで貧弱だった在宅介護支援の面では画期的な役割を果たしまし   

たけれども、施設介護（ショートステイも含む）の面では多くの問題を抱えているので   

はないかと推測しています。  

身近な人でも、特養の入所はもう何年も前から数か所に申し込んでいますが、いつ入   

れるか分からず、老健施設は入っても期限を切られて出ざるをえず、自宅介護を基本に   

ショートステイと病院への入院でつないでいるという例を聞きます。医療行為を必要と   

するという理由で、入所はおろかショートステイでさえ拒否する施設が多いと聞きます。  

保育は市町村が入所に関与しているから待機児童数がはっきり見えますが、介護の   

場合は市町村が入所に関与するシステムでなくなったために待機者数が見えなくなっ   

ただけなのではないでしょうか。  

◇確かに在宅介護の面でどんどん需給が伸びているので自動的に財政規模はふくらんでお   

り、「自動的に」とは行かない保育から見ると望ましいシステムのようにも見えるでし   

ょう。しかし、当然財政的な限度はありますから、間接的には介護報酬の引き下げ、介   

護職員の労働条件低下、確保難とつながって行く実態があるのではないかと思います。  

この辺りの介護をめぐる諸問題をどのように考えればよいのでしょうか。なお、介護   

施設での実態について、最近の施設数の増減、受入数、待機者の概数、介護報酬の問題、   

職員処遇の問題などに関する資料を、少子化特別部会へ提出していただき議論をお願い   

したいと考えます。  

◇また、仮に直接契約・利用者補助制度にしたとして、どうして待機児童が解消するので   

しょうか。どうして受け皿が増えるのでしょうか。現行の国の予算、地方の財政事情の   

枠の中では、最低基準等の引き下げによる企業の参入による拡大を想定されているので   

しょうか。仮にそうであるとすれば、子どもたちの育ちの異変（わが国の子どもたちが、   

意欲がない、自己肯定感が薄い、友達関係を結びにくい、キレやすい、自己中心的など   

という心の育ちのひずみ）が数多く指摘されている中で、どうして、欧米に比べて低い   

水準である最低基準、つまり子どもが育っ環境条件を下げていく方向を是認されるので   

しょうか、あるいは別の方法があるのでしょうか。ということについても、お考えをお   

尋ねしたいと思います。  

◇なお、企業参入を促進することによって、子どもの現在の課題に向き合った保育が可能   

なのでしょうか。先の事業者検討会で配られたパンフレット（漫画入りの冊子）のように、   

保育所は母親が就労しやすいような環境を整えることは大切です。そして同時に子ども   

の抱えている課題に真正面から取り組まなくてはなりません。冊子の最後のページに保   

育理念が書いてあり、漫画のイラストがありました。クッキング保育、英語プログラム   

などとうたっています。しかしながら、「質の高いサービス」と称されるのは、とかく   

親の早期教育的な願望に対する「サービス」偏ってしまいます。子どもの最善の利益を   

どのように保障していくのかという時に、どうしても企業の場合は利潤を追求していく  
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ので、利用料の支払い当事者（親）へのサービスに偏ってしまいます。現代の子どもが抱  

えている課題から導き出した結果の最善の利益とは、「英語プログラム」や「クッキン  

グ保育」ではありません。  

◇私たちは当然、就労支援サービスのため延長保育や一時保育の展開と、さらに待機児童   

解消のために定員以上の受け入れや分園など、拡大の努力を図ってきています。あわせ   

て、新保育指針の解説（＊1）にあるように、子どもたちの育ちに視点を集中させ、一   

人ひとりの課題に向かって丁寧に保育を展開しています。さらに地域の資源として在宅   

の子どもたちの支援活動も展開してきています。これを保障しているのが現行の公的な   

保育システムのよさだといえます。  

◇また、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議の議論とともに、少子化担当大   

臣（＊2）も未来への投資として財政の大幅投入を示唆しておられます。EU各国のように、   

わが国の封書以上といわないまでも、どうして、少子化対策に大幅な財政投入して出生   

率を回復するような、政策を打ち出せないのでしょう。現行を切り下げて受け皿を増や   

すというのではなく、潜在需要が100万人で10カ年計画であるのですから、年10万人の   

良質な保育の受け皿拡大を5～10年続けるという政策発想はでてこないのでしょうか。  

子どもの今が、日本の未来なのです。  

＊1「新保育所保育指針 解説書 総則  3．保育の原理（1）保育の目標」  

『保育には、子どもの現在のありのままを受け止め、その心の安定を図りながらき   

め細かく対応していく養護的側面と、保育士等としての願いや保育の意図を伝えな   

がら子どもの成長・発達を促し、導いていく教育的側面とがあり、この両義性を一   

体的に展開しながら子どもと共に生きるのが保育の場であるといえます。』  

＊2 「毎日新聞2008．9．29」小渕少子化担当大臣インタビュー◆保育所の待機児童を  

一目も早く角牢消できるよう取り組みたい。少子化の大きな解決策の一つは、仕事と  

育児、仕事と生活の調和、ワーク・ライフ・バランスをいかに整えるかということ。  

労働・経済界にも訴えたい。 ◆財源の裏付けがあってこそ、安心して子供を産ん  

でもらえる。消費税の話は避けては通れない。ただ、消費税（の引き上げ）を国民  

にお願いするからには、納得してもらえるように、無駄を切りつめなければならな  

い。）   

質問の2）認可外保育所のサービスの質の底上げ   

◇先生が仰せのように、認可外は総じて、福祉の観点から質が低いと思われます。施   

設設備の物的環境条件だけでなく、人的環境も低いものと思われます。したがって、   

特異な教育サービスなどで積極的に認可外を利用する方は別として、認可保育所を利  

用したくても、認可外を利用せざるを得ない子どもの、福祉の観点から「質の底上げ」  

が必要でしょう。  
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認可外の運営状況や保育状況をみて、一定期間を設け認可化移行事業を強力に推進  

します。認定こども園の第1類型移行促進のための「子ども交付金」と同じような趣  

旨で特別交付金と、保育指導について早急に講じるべきでしょう。  

なお、直接契約・利用者補助という先生の構想が実現すれば、一定の指定固（事  

業者）制度を採るにしても認可保育所だけでは拡大が望めませんので、認可外保育所  

も対象になることでしょうか。   

つまり、質が低いと想定されている認可外保育所も利用可能になるのでしょうか。  

とすれば、こどもの成育条件の「質が低くなる」ことを前提に、提案されているので  

しょうか。お尋ねいたしたいところです。  
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（参 考）※下記は（社）全国私立保育園連盟として全国の保育園に向けて呼びかけている提   

案事項です。  

ホーム保育（＝家庭的保育）とマイ保育園（＝かかりつけ保育園）制度について   

【課題意識】（考え方）   

待機児童が集中している地域などにおいて、認可保育園の拡大が困難な状況の場合、  

家庭等のスペースを活用して、ニーズに対し柔軟に対応していく仕組みを構築する。  

この場合、一定の質を確保するため、認可保育園との連携を図った制度とし、市町村  

事業とに連携を密にしながら、乳児家庭全戸訪問事業のフォローアップのためにも、  

保育園が個々の家庭と連絡できるようにし、家庭支援の核となっていく。  

【具体的提案】   

1）「ホーム保育」（家庭的保育）  

○中心になる認可保育園と連携することを基本とし、3歳未満児の保育の受け皿  

として近隣家庭や、地域の公民館などの空きスペースを開放し、（仮）「ホーム  

保育」として拡大を図る。  

○中心保育園には「ホーム保育」をバックアップするため「保育コーディネータ  

ー」を配置し、中心園との園児の交流や保育実施に伴う保育者の研修、保育相  

談等を行う。  

○認可の要件  

・対象  

・保育室  

3歳未満児  3～6名  

（家庭などの空きスペースを活かして、最低基準に照らして、広  

さに応じて受け入れ定数の拡大は可能とする。ただし6人まで）  

・保育体制  保育士または看護師の有資格者  

職員定数は年齢別最低基準定数の配置（最低2名）  

・調理体制  中心保育園からの支援体制をとる。  

・行事等  中心保育園の行事等可能な活動に参加する。  

■職員研修・休暇等の体制  中心園から支援体制などにより研修や休暇などを  

実施する。  

＊なお資格要件については、将来ファミリーサポートセンター、在  

宅支援サークル活動などなどの子育て支援者養成と同様に、独自  

資格を検討していくことも考えられる。  

2）マイ保育園（かかりつけ保育園）  

認可保育園が蓄積してきた保育に関する技術と能力を、地域の在宅子育て家  

庭に生かす。  
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○妊娠から幼児までの子どもを、最寄りの保育園に登録する  

登録園の役割  

・妊娠から誕生、幼児までの育児不安や離乳食などの相談  

イ保育コーディネーター」を中心に在宅の親子の支援活動  

（親子ひろば開設、育児講座の開催、親子サークル支援など）  

3）実施主体：市町村  

4）補助対象・補助内容  

・「ホーム保育」「かかりつけ保育園」を採用する中心保育園に対して  

保育コtディネーター1名配置  

・「ホーム保育」の園児には年齢別保育単価／保育料が適用される。（要検討）  

・スペース料 等  

5）事業の展開、その他  

①既存の市町村が行っている同種の事業について、整合を図るとともに、本制  

度に活用していく。  

②全国私立保育園連盟がルネッサンス運動の一環として主唱し、地方組織や会  

員園が地域に対して公募し、呼びかける。  

例：ポスター貼付 「ホーム保育を開設しませんか」  

「赤ちゃんが誕生したら、登録してください『かかりつけ保育園』」   



「保育サービス」概念と財源確保の重要性について  

～「保育事業者である各委員へのご質問」に対して～  

平成20年10月21日  

全私保連菅原良次   

今回の保育に関わる検討の中で「保育サービス」ということで「仕組みの問題」「量的問題」  

「質の問題」「財源の問題」等、様々な課題が議論されています。こうした議論の中で「保育サ  

ービス」の在り方をめぐって様々な立場から多くの意見が出されています。   

その「保育サービス」概念の使われ方について、一つの意見を述べてみたいと思います。   

※以下単に「サービス」と表記する場合も「保育サービス」を指すものとします。  

1）「保育サービス」という表現と内容について   

「保育サービス」は、まず、「利用者に対する」ものと「子どもに対する」ものに区別し、   

理念的な問題と具体的な問題とに分けて論じるべきではないでしょうか。  

①例えば規制改革等でもこれまで言われるところの「保育サービス」とはその多くが「利   

用者にとってのサービス」のことを指しているものであり、子どもに対しての「サービス」   

を意味するものではありません。利用者にとっての「サービス」とは、利便性や多様化す   

るニーズに対応するため、いつでもどこでも必要なときに利用可能な「量」の拡大・充実   

へ応えることを意味します。さらに、その具体的ニーズとは「都市部における量の拡大」  

と「様々な保育時間、長時間、祝祭・休日、緊急時・病後時、一時保育、緊急時保育」等   

の保育所機能を充実させ、多様化するニーズに如何に正面から応えることではないでしょ  

うか。同時に、サービスとは、広がる格差社会の問題も含め、利用料等の利用者負担の問題  

に対していかに対応すべきかであるとも考えます。  

なお、保育料は、子どもたちに保育を受ける権利を保障することとも密接に関連する問   

題でもあります。  

以上の課題との関連で「保育サービス」のあり方を議論するべきです。   

②子どもたちに対する「保育と教育」については、「サービス」という言葉、表現を使用す  

ることは適切ではないと考えます。保育は、子どもがどう育つかであり、育てるかである  

と思います。「育つか」「育てるか」は、家庭、社会としての“人づくり”のことであり、  

日本の社会と将来を担う子どもたちの“保育と教育”のことです。こうした“保育と教育”  

がもっている役割・責任については、家庭であっても、社会や国家であっても「サービス」   

という言葉を使用すべきではないと思います。実際に親も、自分たちの子どもを育てる営  

みについて「サービス」という捉え方はしていないと考えます。国も社会も、日本の将来  

である次世代を担う子どもたちの“保育と教育”を「サービス」で育てているのではあり  

ません。一昨年から今年にかけて論じられ、歴史的にも始めて教育基本法に定められた「幼   

児期の教育」の規定やこの度、告示化された新保育所保育指針にあっても「養護と教育」  

について「サービス」といった法的位置付けはどこにも記述されていません。その位置づ  

けと表現は、本来の在り方が理念的なものとして、理解され評価されるべきと考えます。  
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子どもたちの保育と教育を「サービス」として捉え論議する方法は「子どもたちを商品  

として扱う」危険性を含んでおり、そうした議論に対してこの機会にあらためて疑問と意  

見は提示しておきたいと思います。   

なお、すべての子どもたちが必要に応じていつでもどこでも利用できる、質の整った保  

育施設を量的に保障することとそのための財源確保は、上記で述べたことと決して矛盾す  

るものではありません。それは、国や社会としての子どもたちが健やかに育っための人権  

保障であり「最善の利益」の保障であると考えます。  

2）「保育サービスの量的拡大の抜本的拡充」について  

（1）保育施設の量的拡大を求める声とニーズの高まりの背景には「①急速な少子化に  

対する対応。②都市部における待機児童。③女性の社会的役割・自立と就労増。  

④生活の維持・確保。⑤国の労働力政策」などが主要な要因と考えられます。  

（2）これらの保育ニーズに応えるためには「「子どもと家族を応援する日本」重点戦略  

検討会議」（以下「重点戦略検討会議」）と「少子化対策特別部会」等から「質を  

確保」した量の拡大が必要であることが強調され、同時に財源の確保の重要性に  

ついても明確に提起されています。こうした考えと方向をまず確認し、基本とし  

て議論されることを期待します。  

（3）一方、厳しい財政状況の中での予算の範囲内において「都市部の保育所のコスト  

が高い」（JPホールディングス）「民営化するだけで財政の余裕ができる」、「株  

式会社の参入を促すことが量的拡大を促す」などの意見が出されています。－  

① こうした意見の中で、椋野氏の考えは、現在の政治と経済情勢を客観的に捉えた  

とき当然出てくる考えであるとは思いますが、一方で緊急課題としての、上記の  

（1）の諸問題への対応が困難になるものでもあるといえます。  

②仮に一定の財源を設けずに「量的拡大」が実施されたとするなら、同じ財源内で、  

現在の保育予算を再配分することにより、個々の予算を減額し、結果として起こり  

うることは「安かろう悪かろう」の保育所を増やすことになることになります。昨  

年から今年度にかけて相次いで発表された社会状況の変化に対応した、経済界、政  

府による具体的政策「未満児の受け入れ強化」を中心とする「新待機児童ゼロ作戦」  

と「100万人の新雇用戦略」に対応できるものでないことは、誰が考えても明らか  

であると思います。  

③例えば企業を参入させることで費用を効率よくコストをかけず保育所を運営する  

というような主張は、「保育の質を担保する職員配置や最低基準を変更することに  

より、より条件を低下させた保育所づくりを目指すことを意味している」というこ  

とでもあります。  

④いずれにしても、財源を増やさない「保育所サービス」の拡充は、上記（1）の緊  

急性のある諸課題に対応した「量的拡大」と未来志向としての保育の質を踏まえた  

子どもたちに対する「最善の利益」を保障するものではないと言わざるをえません。  

「新たな財源確保」の保障が無い考えは、結果として規制改革等が進める市場主  
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義に基づく「企業参入」を広め、直接契約等の導入と最低基準の「改悪」につなが  

る危険性を含んだ主張であることを、指摘したいと考えます。  

3）「ワーク・ライフ・バランス憲章」「重点戦略検討会議」「少子化対策特別部会」「国民社   

会保障会議」「経済財政諮問会議」等においても上記（1）の緊急課題の解決を訴え、そ   

のための「財源の確保」の必要性が言匝われています。そのことを実現させるためには具体   

的に21年度予算と税制のあり方に関する政府・国会の論議の中で、「少子化対策特別部   

会」として、積極的に論議される方向を打ち出すことが重要であると考えます。財源の裏   

打ちのない、質が確保された量的拡大と、制度改革が非常に困難であることを明確にして   

頂きたいと思います。  

4）その際、既にこれまでも取り上げられている「欧米諸国等との国際比較」でも問題にな   

っている日本における教育や乳幼児、家庭等に対する「投資の少なさ」についても積極的   

に訴え、国民的な支持と理解で増額させていく取り組みを強化する必要があることについ   

ても要望しておきたいと考えます。  
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保育内容と質の向上を保障するために（改訂版）  
～今後の検討課題に向けて ～  

平成20年10月21日  

全私保連菅原良次   

現在、深刻化する少子化問題の解決とすべての子どもたちの健やかな成長、就労と子育て家庭を支  

援するためのあるべき制度について、 「少子化対策特別部会（以下特別部会）」から提起された「基本  

的な考え方」（5月20日）を基に「次世代育成支援」のための「制度設計」に関する検討が始まって  

います。「特別部会」は、8月から再開され既に14回開かれ論議されています。部会として一定の「ま  

とめ」を早めるため9月29日からは、部会の下に保育3団体始め業者団体が参加する“保育事業者検  

討会”の論議が始まります。   

そこでの議論は、下記の「規制改革会議」等から提起されている現行制度の改革についても検討さ  

れるものと思われます。私たちは、子どもたちの「今と未来」を考え、保育現場に責任をもつ立場に  

ある者として、現行の児童福祉法を充実させ「最善の利益」を保障する方向で「保育の質」を明らか  

にし、さらに向上させる方向で真剣に検討し、その在り方に関し、一つの考えを示してみたいと思い  

ます。（注）初稿iこ「保育の質」とは何か。P－2下段に追加してあります。   

なお、保育制度の改革に関わる内容については、「当連盟」の見解を参照して下さい。   

≪ 保育の質をめぐるいくつかの考え方 ≫  

（「税制改革会議」等によって提起されている内容）  

1．「規制改革会議」等によって提起されている内容は（∋「規制改革を推進し、保育を市場化し競争を  

導入することによって質が向上する」という考え方と②「安かろう、悪かろうでは困る」との異  

論が出ている「コスト・効率化論」に基づく考えを前提にした改革です。  

この理論を論拠に提案されている 「保育の質」に直接関係する規制改革会議等の提案は、主に  

次のような内容となっています。  

（1）直接契約、直接補助方式（保育バウチャー制）の導入等の提案・・・「見解参照」（略）  

（2）現行の全国一律の最低基準を見直し、国は標準を示すにとどめ地方自治体が条例により決  

定しうるように検討する。「地方分権改革推進要綱（第1次）」（H20．6．20）  

（3）東京都の認証保育所制度は、・‥認可保育所の最低基準とほぼ同等の水準を維持しながら  

都市型ニーズに応えるサービスを提供し、利用者から好評を得ている。 として「子どもの  

安全面のみならず、健康な心身の発達を保障する環境を整えるためには、どこまでの最低  

基準が必要なのか、科学的・実証的に検証し、早急に見直すべきである。」「規制改革会議  

中間とりまとめ一年末答申に向けての問題提起－」（H20．7．2）。  

（4）障害児や低所得者については、セーフティーネットとして公立保育所の位置づけを明確に  

し、優先入所等、受け入れ態勢の整備・強化を進めるなど、新たな仕組みを設ける。「規制  

改革会議中間とりまとめ」（H20．7．2）  

（5）民間事業者の参入促進  

1   



・社会福祉法人以外にも施設整備への公的補助  

・株式会社経営への企業会計の適用を認める   

（6）児童福祉法24条の「保育に欠ける」要件の見直し  

（注）  

①公立保育所の一般財源化による職員配置、教材費等の削減と保育現場、保育内容への影響。  

②この間、社会的問題となっている「介護保険制度、障害者自立支援法、高齢者医療問題、  

汚染米問題」は、規制改革によって生じた問題であり、この問題を検証・検討することが  

重要。  

③東京都認証保育所410か所のそのほとんどに企業（株式会社）が参入し経営。   

（重点戦略検討会議、少子化対策特別部会の提案と考え方）  

2・「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議が提案した「包括的な次世代育成支援の制度的   

枠組みの構築」（12月）とその提案を具体化するため設置された「少子化対策特別部会」がまと   

めた「次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた」基本的考え方（5月20日）です。  

この中で、保育サービスとその内容・質を向上させるための施策として「・サービスの質の確   

保された量の拡充・質の高いサービスによる子どもの最善の利益の保障・専門性の向上、職員配   

置や環境の検討・公的性格や特性を踏まえた新しいメカニズムの検討・未来への投資としての効   

果的財源の投入」などの積極的な提案がなされています。  

旦∴．以土重畳堤案∴議鼠と＿り国魚でゝ＿＿［保育サニEそβ充星1．＿と＿〔賃の向土⊥▼＿を且抵す土で趨討すづき＿   

具体迫な内容ら∈2klて以工に隆起上エみ＿呈す良＿‥   

（1）桝（機能）の充実lこ向lナた取り組み  

①「重点戦略検討会議」「新待機児童ゼロ作戦」を具体化する立場から量的拡大を積極的に進め  

る。とくに未満児の受け入れに取組む。  

②すべての子どもの健やかな育ちと就労と子育て支援ニーズの多様化に対応し、多様な保育サ  

ービス機能の拡大と強化する事業を積極的に進める。  
：特別部会がまとめた「一部児童福祉法の改正」に盛り込まれた未満児を中心とする、子育て  

支援事業を積極的に推進する。  

③そのため「次世代育成支援後期行動計画」の策定と具体化に取り組む   

（2）瑚取り組むべき基本的課題  
①新保育指針の積極的実践  

②アクションプログラムの具体化  

③日々の保育活動において「計画、実践、考察」に関する評価と保育土の自己評価を行う。  

④情報の開示  

⑤利用者と第3者による評価の活用   

（3）「保育の質」とは何か  

「質の高い保育」は、子どもたちlこ何をもたらす力、  
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アメリカの「乳幼児保育に関するNICHDの研究」（米国・国立小児保健・人間発達研究所）   

が、7年間にわたる追跡調査において「保育園での保育は、ほかの環境での同様の質の保育に比   

べ、認知・言語能力■就学レディネスともより高い。グループ保育は、3歳時点で問題行動の報   

告の少なさにつながる。したがって、乳幼児保育の経験は、子どもにとって意味があるといえる。」   

との報告書をまとめている。（その後も、10年継続して調査研究が継続されている。）   

＊ 以下「出典は、小林登文庫・21世紀の子育てを考えよう－NICHHD乳幼児保育研究から学ぶ」より   

一部抜粋して引用  

1）質の高い保育を構成する保育の特徴   

積極的な保育、つまり質の高い保育に寄与する特徴とは何か見極めるために、さまざまな保育環   

境を研究した。積極的な保育は、相互作用の頻度を観察・記録し、その質を格付けることで測定   

される。また、保育環境も、グループの大きさ、大人対子どもの比率、物理的な環境などの「管   

理可能な」特徴あるいは政府の進めるガイドラインの観点、さらには正式な教育や専門訓練、保   

育経験、育児に対する信念など、保育者の特徴という観点から測定された。  

調査の結果、次のことがわかった。すなわち、ほかと比べて、安全で清潔、刺激的な生活環境   

を有し、小規模グループで、大人一人に対する子どもの比率が低く、子どもの感情を表現させ、   

その意見を取り入れる保育者の割合の高い保育環境においては、より子どもの心をよみとる力が   

強く、敏感で、知的な刺激を与える保育者がいた。つまり、より良い子どもの発達に結びつくで  

あろう、保育の質である。  

2）「質の高い保育」にL次の点lこ結びつくことが発見された   

①母子関係がよりよくなる。②細やかさにかける母親の場合でも、乳幼児の不安定な愛着をも  

つ可能性が低い。③子どもの問題行動の報告が少ない。④保育を受ける子どもの認知能力が高い。   

⑤子どもの言語能力が高い。⑥就学レディネス（入学の準備）が高い。  

＊日本においても、アメリカにおける調査のように、長期的調査・研究を行い、子どもたちの育   

ちと保育の質と関係を明らかすることを要望したい。   

（4）保育の「質」を条件付け、向上させる「環境・条件」とは何か。（上記1（3）との関係）   

1）「税制改革・地方分権」などの考えでは、現行の最低基準をさらに低い基準に変えることが  

主眼となっており、保育現場における子どもたちの生活と遊び等を豊かにするための質との  

関係で、決してプラスの方向ではないと考えます。  

2）「重点戦略検討会議」と「特別部会」からの提案は、基本的に「最善の利益」を保障する立  

場からの提案であり、保育の質を高める上で、その実現に向け検討を進めたいと考えます。   

3）戦後から高度経済成長期、その後のバブル崩壊期以降現在に至るまで日本の保育制度は保育  

現場とともにその都度、時代のニーズに即応するため試行錯誤を繰り返しながら発達してき  

ました。その意味では諸外国に比しても充実したしくみに構築されたといえます。しかしな  

がら一方、現行の児童福祉施設最低基準はその具体化に財政的な裏付けが必要であり、幼稚  

園基準や諸外国の基準に比較して非常に低い基準といえます。また、子どもたちの健やかな  
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成長を保障する上でも、検討されるべき多くの問題点があります。   

そうした、問題点を今回の検討の中で、真剣に議論、検討し、より時代にあった基準に「最   

善の利益」の方向で改善することが保育の質を高めることにつながります。  

4）特に、「保育の質」については、下記に示す、各項目の内容を具体的に議論されることが重   

要であり、その議論と検討の中で、保育に関する基準は、個別的なものではなく、総合的な  

関連の中で個々の基準を検討されるべきと考えます。また現在の保育所は、一時預かり事業   

や障害児保育、病児保育、地域子育て支援拠点事業、相談事業等、多様で広い役割や機能が   

求められており、そうした機能も併せて検討される必要があります。  

例えば規制改革等で議論されているように、単に個別の保育室の「面積の広さだけ」を取  

り上げ、議論することは非常に問題があります。   

（イ）保育の質は、保喜±の農班廃⊥安屋上たJhとそれを保摩する環境二＿条任ゝ＿堅田性（高め）  

が必要であり、そのためには、次の内容について真剣に検討される必要があります。   

①職員配置基準（幼児に関し、諸外国に比べ低い）②処遇（賃金・労働条件・厚生など）。   

③正規・非正規・パート・身分。④勤務（続）年数。⑤離職率。 ⑥労働の密度。   

⑦職員のワーク・ライフ・バランス（保育士にゆとりある生活と豊かな心）   

⑧従来の保育所保育等ケア・ワークに加え、地域の子育て支援活動や関連機関との調  

整・連絡等のためのソーシャル・ワークに関する専門知識のための研修、資格等   

（ロ）保育に関係する面積については、子どもたちの生活と遊び及び健やかな発達を保障する  

に足りる機能を備え、かつ、安全が確保されることを前提を必要としています。  

保育機能としての条件は、保育室・遊戯室・給食室・食堂・職員室・更衣室・事務室・応  

接室（面接）・園庭・作業室等が挙げられますが、総じてより日々の生活や様々に求めら  

れる活動に、柔軟に対応できる余裕のあるスペースが保障されることが必要です。  

なお、保育室の面積基準は、現行の3．3平方メートルをベースに考えられるべきである  

と考えます。   

（ハ）保育の質と子どもたちの健やかな成長を保障するために検討されるべき重要な条件につ  

いては以下の項目が挙げられます。とくに障害児保育や病児保育、地域の子育て支援等に  

取り組む上で、相互に余裕のある適切なスペースの確保等に配慮したあり方が求められます。   

①子ども集団の大きさ・数（各年齢の適切なクラス人数・集団の規模）   

②遊具、教材   

③近隣の立地条件（日当たり、自然、公園等）   

④保育活動内容「散歩、室内活動、自然体験、生活」（・健康・身体的発達・心理発達・  

生活力 ■社会性（言葉）・知力）  

⑤保育者の保育力（資格、専門性、研修、経験等）  

⑥経営と運営の安定  

※上記を図にまとめたものが別添参考  

（ニ）行政と社会的責任について   

①公的フレーム・基準を明確にした保育制度の確立  
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・「最善の利益」基本方向とするセーフティーネット、・公的フレーム、・社会的支援を具体的  

に検討することが大切です。  

②公（国・自治体）の予算保障と財源の確保（処遇・条件・環境の保障）   

（ホ）利用者、家族のライフワークバランス（仕事と生活の調和）の確立  

・母親、家族に子どもと豊かな生活・関係を保障することが、保育の質を高めるために必要な  

条件です。   

（5）関連する幼稚園等と諸外国との比較も保育の質を検討する場合重要です。   

（イ）現行の最低基準   

（ロ）幼稚園（基準）との比較   

（ハ）認定こども園との比較   

（ニ）東京都認証保育所との比較   

（ホ）欧米諸国との比較  
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（参 考）保育の質へのアプローチ（質の構成要素）  

○下記を参考に作成した外観図。  

（1）三つの保育の質（引用：『保育の質を高める』（大宮勇雄氏・ひとなる書房）米国の研究に見る定義より）   

①プロセスの質：子どもたちの日々の保育園生活の経験の質  

・子どもと保育者の相互作用（とくに保育者の感受性、やさしさ、愛情、子どもへの積極的関わり）  

・保育者の子どもへの態度・学習活動の取り入れ・保育環境の健康、安全面  

・施設、設備、素材など環境の適切性   

②条件の質（構造的質）：保育士の配置基準、クラス頬模、保育士の保育経験、学歴、専門的訓練・研修   

③職員の労働環境の質：保育士の賃金・福利厚生、1年間の退職率、仕事への満足度、保育者の運営  

参加、ストレス度   

（2）NICHD（Nat，ionalInstitute of Child Health and Human Development）における追跡調  

査研究から   




